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次 世 代 を 担 う 「 人 づ く り 」 に 向 け た 少 子 化 対 策 へ の 挑 戦
少子化対策の抜本強化に向けた「少子化危機突破基金」の創設  

例えば

年少人口割合 11.5%年少人口割合 9.1% 万人万人

年少・生産年齢・老年人口の推移

－ 日本の将来推計人口（出生中位、死亡中位推計）によると －
○2060年の総人口は 2010年から約4千万人減少し、高齢者がその約4割
○生産年齢人口は8,103万人から4,418万人に、年少人口は1,680万人から791万人
へと、それぞれほぼ半減
○合計特殊出生率が2060年に1.35に収束する推計によると、高齢者１人を支える
現役世代約2.8人が約1.3人となり、世界に例の無い超高齢社会となる

ー 合計特殊出生率が1.60に収束するケース ー
○総人口は1.35のケースより約800万人の増、生産年齢人口は約500万人の増
○年少人口は約300万人増の1,000万人台となり、総人口の１０％台を維持する
など、一定の改善はみられるものの、

●2060年の合計特殊出生率1.35のケース

我が国の持続性を確保するためには、依然として厳しい状況！

１ 次世代を担う子どもの大幅な減少!

2.77 

2.40 

2.80 
（人）

高齢者１人を支える
現役世代の人数

◆出生高位で推移しても、現状の2.8人が、
10年後に2人、20年後には1.8人と減少
する状況は変えられない

◆また,50年後は1.3 1.4人で高齢者を支え
ざるを得ず、引き続き厳しい状況

・例えば単純試算では、１人あたりの老齢基礎
年金負担は約28万 58万と、２倍以上に！

（15～65歳未満） （65歳以上） （0～15歳以上） （15～65歳未満） （65歳以上） （0～15歳以上）

我が国の将来を見据えると我が国の将来を見据えると､､今が今が､､少 子 化 対 策 を 国 策 の 中 心 に 据 え る 最 後 の チ ャ ン ス少 子 化 対 策 を 国 策 の 中 心 に 据 え る 最 後 の チ ャ ン ス !!
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総務省「国勢調査」（1970~2010）
国立社会保障･人口問題研究所日本の将来推計人口(24年１月)

直ちに少子化に歯止めをかけなければ、現役世代一人で、高齢者一人の社会保障費を負担するという
厳しい現実が、目の前に待ち構えている。
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◆状況を好転させるには、合計特殊出生率
2.0以上を目標に掲げる必要！

年金負担は約28万 58万と、２倍以上に！

◆高位推計でも、
まだまだ大変！

生産年齢人口の減少に伴う経済活動の縮みと
高齢者人口の増加に伴う社会保障負担の増大

活力の低下等による
国家的な危機の到来 少子化対策の少子化対策の

加速化・抜本強化が喫緊の課題！加速化・抜本強化が喫緊の課題！

◆今から強力に取り組めば、
2030年以降の状況は
変えていくことができる

合計特殊出生率
2.07のケース

〔※日本の将来推計人口を
もとに高知県で試算〕
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（１） これ以上の少子化の進行にストップをかけるためには、地方の側において、主体性を持って優先的に取り組むべき課題を選択し、
それぞれの地域の実情に応じた対策を講じていくことが、喫緊の課題となっている。

2 少子化の現状は、都市と地方、あるいは地域ごとの産業構造の違いなどにより大きく異なる！

20～40歳代の人口と合計特殊出生率(H24)

全国

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知 三重

滋賀

京都大阪

兵庫
奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島
山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀 長崎
熊本

大分

宮崎
鹿児島

沖縄

y = 0.008x + 1.249
R² = 0.0241.00 

1.10 

1.20 

1.30 

1.40 

1.50 

1.60 

1.70 

1.80 

1.90 

2.00 
高齢化率と合計特殊出生率（H24）
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（％）← 20～40歳代の人口 （ H24.10.1推計人口 ） → （千万人）

人口密度と合計特殊出生率

（人／ｋ㎡）← 人 口 密 度 （ H22 国 勢 調 査 ） →

（H24）

R² = 0.0241.00 

17.0 19.0 21.0 23.0 25.0 27.0 29.0 31.0 
← 高 齢 化 率 （ H24.10.1推計人口から算出 ） →

女性の労働力率と合計特殊出生率
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（％）← 30～39歳女性の労働力率 （ H22国勢調査から算出 ） →

（H23）
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（２） 少子化には様々な要因があるが、これまで歯止めをかけるための抜本的な対策が取られなかったことから、現状のままでは、その
改善は見込めない。
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婚姻件数は20年前と比較し１割以上減少 （H4：75.4万組 H24：66.9万組）
出生数は20年前と比較し約17万人減少 （H4:120.9万人 H24：103.7万人）

結婚・妊娠・出産

理想の子どもの数と現実とのギャップ（理想の子ども数2.42人→予定2.07人）
女性の就業者の増加 （女性就業者 H14：2,172万人 H24:2,375万人 <+9.3%> ）

子育て・働き方

【生涯未婚率の動向】 －未婚化が加速－ 【平均初婚年齢と第１子出産年齢】－晩婚化・晩産化が同時進行－

【未婚化・晩婚化・晩産化の背景には
様々な要因】

○若年者にとって厳しい就職環境
○雇用の非正規化の著しい進展
○ライフスタイルの多様化
○将来に明るい見通しが持てない不安感

〔出典：国勢調査､人口動態統計調査､出生動向基本調査、労働力調査〕

こうした現状に対応する施策の充実 ･ 強 化
に より 、 出生 率 を引 き 上げ ることは可 能  

少子化対策を国策の中心に据えて、抜本的な強化を図ることにより、
今後２０年・30年後の我が国の将来の姿を、変えていくことは十分に可能！！

我が国の将来を見据えれば、少子化対策は避けて通れない国政の最重要課題！我が国の将来を見据えれば、少子化対策は避けて通れない国政の最重要課題！

【未婚化・晩婚化・晩産化の進行】
○生涯未婚率が1990年の５％前後から急上昇し、2010年時点で50歳
の男性5人に１人、女性の10人に1人が未婚者

○平均初婚年齢も上昇し、2010年以降、男性は30代で初婚
○女性が第１子を出産した平均年齢は30代を超え、晩婚化と晩産化が
同時進行

【妊娠・出産を取り巻く環境の変化】
○第１子出産年齢が年々高まり、2011年には30歳を超えた
○産婦人科・産科医師の減少や高齢化等
○不妊治療を経験する夫婦も増加傾向

【子育てや働き方を取り巻く環境の変化】
○子育てにかかる費用の負担感の増大
○共働き世帯が年々増加し、2012年には1,068世帯と全体の約６割に
達する

○非正規雇用の増加や育児休業制度の普及状況など、仕事と育児の両立
に多くの課題

○都市部を中心とした保育所待機児童の発生
○核家族化の進行
○地域コミュニティの希薄化

【子育て】
H27 新制度の創設
教育･保育の充実等

【働き方】
対策のさらなる
抜本強化が必要

【結 婚】
国ではほとんど
対策がとられて

いない

【妊娠・出産】
対策のさらなる
抜本強化が必要
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３ 少子化を取り巻く様々な課題への対応！

課 題 対 応 策現 状

少子化問題は、その背景・要因が幅広い分野にわたることから、「子育て支援」に止まらない、ライフステージに応じた総合的で

きめ細かな対応を図っていくことが求められる。

○非正規雇用労働者の雇用安定と処遇改善
○若年者等の就職支援
○子育て世帯の経済的な負担の軽減
・育児休業手当金の拡充、児童手当、多子世帯の保育料
軽減、住宅資金の一部助成 等

○仕事と育児の両立支援
・子育て支援企業の優遇措置、育児休業制度の充実、
休業後の職場復帰の円滑化、長時間労働の縮減、
短時間勤務の普及、均等処遇推進、再就職支援 等

・ワークライフバランスの周知啓発、男性の育児参加
の普及啓発 等

○子ども･子育て支援新制度の円滑な施行
け ○待機児童解消加速化プランの推進

◆出産・子育てと最もお金のかかる時期に
収入が不安定にならざるを得ない現状を
変えるとともに、様々な経済的な負担の
軽減により、安心して多くの子どもを生
み育てていける環境の整備を図ることが
必要

◆子ども･子育て支援新制度による待機児
童解消や質の高い教育・保育の提供を前

○理想より予定する子どもの数が少ない理由
として、約60%が「子育てや教育にお金
がかかりすぎる」と答えるなど、長期的な
景気低迷や雇用の非正規化などを背景に、
子育て世代は経済面での大きな負担感を
持っている。

○働く女性が増加する一方、待機児童問題
や、出産に伴い約４割が就労環境を理由に
退職するなど、働く女性が仕事と育児を両

経済的な負担の軽減

仕事と育児の両立支援

け ○待機児童解消加速化プランの推進
・保育の量的確保、教育・保育の質的改善
・小規模・家庭的保育、延長保育、病児病後児保育、
事業所内保育、地域子育て支援拠点などの充実

・放課後児童クラブなどの充実
・要保護児童の支援、乳児家庭全戸訪問 等

○保育士の人材確保と処遇改善
○認可外保育施設への助成
・低年齢児保育、延長保育 等
○育児負担軽減のための支援
・地域サポーター、地域子育て支援拠点職員の研修、
子育てサークルの交流、高齢者を活用した子育て
マイスターの養成 等

○親育ちの支援
・保護者の保育体験、研修 等

○社会的養護が必要な子どもの支援体制の強化
○地域の子育てを応援する気運の醸成
・企業や団体と連携した啓発、研修 等
・子育て応援企業の登録、情報提供 等

童解消や質の高い教育・保育の提供を前
提に、育児休業制度の延長や企業の子育
て支援制度の充実などといったワーク・
ライフ・バランスの推進など、働きながら
安心して子育てができる総合的な環境の
整備に取り組むことが重要

◆父親の育児参加や祖父母の支援、子育て
を地域で支援する仕組みづくりなど、母
親のみに過重な負担をかけない子育て環
境の整備が必要

退職するなど、働く女性が仕事と育児を両
立できる環境が十分に整っていないことか
ら、理想より予定の子どもの数が少ない理
由の上位に、「これ以上の育児負担に耐え
られない」「仕事に差し支える」が挙がっ

て いる。

○子育てに伴う負担を軽減する際に、重要な
役割を担う祖母等の支援は５割程度に止ま
るなど、核家族化が進行する中で子育ての
負担感も増大している。

育児負担の軽減

子
育
て
・
働
き
方

子育て期の経済的な負担の軽減、仕事と育児
が両立できる雇用環境の整備、子育ての精神
的・肉体的負担を軽減する環境づくりに強力
に取り組み、多くの子どもを育てたいという
希望に応える

4
～ 国立社会保障・人口問題研究所 「出生動向基本調査」より ～



課 題 対 応 策現 状

○結婚相談・支援体制の整備
・アドバイザーやサポーターの設置・相談
・結婚サポートセンターの設置

○未婚者の交流の機会を応援・提供する事業
・交流のためのイベントの実施、実施団体への助成

○コミュニケーションスキル向上のための研修
○非正規雇用労働者の雇用安定と処遇改善
○若年者等の就職支援
○地域での結婚や子育てを応援する気運の醸成
・企業や団体と連携した啓発、研修
・子育て応援企業の登録、情報提供
・ライフデザインセミナーの実施

◆仕事が多忙、地域や周囲に同年代の若者
が少ないなど、出会いの機会がない未婚
者への交流の場の提供やきめ細かな相談
支援が必要

◆結婚資金をはじめ経済面での不安を感じ
ている若い世代の経済的な負担感の軽減

が が必要

◆社会全体で結婚や子育てを支援する気運
を醸成し、将来のライフプランの形成促
進を図る必要

○いずれは結婚しようと考える未婚者は、
34歳以下の男性86.3%・女性89.4%と
高い水準にある一方、独身に止まってい
る理由として、
①適当な相手にめぐり会わない
②必要性を感じない、自由さを失いたくない
③結婚資金が足りない （H22出生動向基本調査）
などが挙げられており、結婚し家庭を持ち
たいと望みながらも、こうした環境が整わ
ないために、未婚や晩婚につながっている
実態がある。

結婚支援

経済的な負担の軽減

結婚を支援する気運醸成

結

婚

家庭を持ちたいという希望がありながらも､
結婚に至らない方への支援強化に取り組む

○医師・助産師等の養成
○出産一時金等の支給
○不妊治療への支援
○周産期医療体制の整備
・産科小児科医師、助産師養成の修学資金貸付
・女性医師、看護師の復職支援相談・研修
・ＮＩＣＵ等の整備

○乳幼児（心身障害児含む）医療費の助成
○妊婦健診の適正受診指導・助成
・必要回数の受診促進に向けた取り組み強化

○産後ケア体制の強化
○妊娠・出産に関する相談支援体制の整備
・助産師による相談・研修会
・思春期からの妊娠・出産に関する基礎的知識を
学べるような広報啓発 等

◆誰もが安全で安心して、身近な地域で出産
できる医療体制の整備が急務

◆適切な母体管理のための情報提供や、産後
のケア、妊娠・出産に関する相談指導体制
の充実が必要

◆思春期からの妊娠・出産に関する医学的な
知識等について、学べるように配慮するこ
とが必要

◆不妊治療への支援拡充(保険適用も含む）や
出産一時金の充実など、さらなる負担の軽
減策が必要

進を図る必要

○出産年齢が上昇傾向にある中、リスクの
高い妊産婦や新生児への高度な医療が求
められる一方で、産科医師の減少や地域
偏在などから身近な地域での安全で安心
な妊娠・出産が困難化している。

○不妊に悩む方が増加しているが、治療に
は経済面・精神面で大きな負担を伴うこ
とから、あきらめてしまうケースもある
など、子どもを産み育てたいという希望
が簡単に叶わない状況がある。

○出産や妊娠に関する医学的知識の認知度
も低い状況。

周産期医療体制の整備

情報提供・相談支援
妊
娠
・
出
産

結婚に至らない方への支援強化に取り組む

子どもを育てたいという希望を持つ方
の願いを叶える、安全で安心して妊娠・
出産ができる環境の整備

経済的な負担の軽減
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４ 具体的な少子化対策の国と地方の役割分担の現状！
国が統一的に
行うべき事業 【例示】

地域の実情に応じ
地方が実施する事業【例示】

国の事業
・

補助事業

○若年者等の就職支援
○非正規雇用労働者の雇用安定と処遇改善
○子育て世帯の経済的な負担の軽減
・育児休業手当金､児童手当､多子世帯の保育料軽減
○仕事と育児の両立支援
・子育て支援企業の優遇措置､育児休業制度の充実、
休業後の職場復帰の円滑化、長時間労働の縮減、
短時間勤務の普及､均等処遇推進､再就職支援等

○医師・助産師等の養成
○出産一時金等の支給
○不妊治療への支援の拡充

○子ども･子育て支援新制度の円滑な施行
○待機児童解消加速化プランの推進
・保育の量的確保、教育・保育の質的改善
・小規模・家庭的保育、延長保育、病児病後児保育、
事業所内保育、地域子育て支援拠点などの充実
・放課後児童クラブなどの充実
・要保護児童の支援、乳児家庭全戸訪問 等

○保育士の人材確保と処遇改善
○社会的養護が必要な子どもの支援体制の強化
○産後ケア体制の強化

○認可外保育施設への助成
・低年齢児保育、延長保育等

○結婚相談・支援体制の整備
・アドバイザーやサポーターの設置・相談

Ⅰ Ⅲ

地方単独
事 業

・低年齢児保育、延長保育等
○仕事と育児の両立支援
・ワークライフバランスの周知啓発、男性の育児
参加の普及啓発等

○周産期医療体制の整備
・産科小児科医師、助産師養成の修学資金貸付
・女性医師、看護師の復職支援相談・研修
・ＮＩＣＵ等の整備

○妊婦健診の適正受診指導・助成
・必要回数の受診促進に向けた取り組み強化

○乳幼児（心身障害児含む）医療費の助成

・アドバイザーやサポーターの設置・相談
・結婚サポートセンターの設置

○未婚者の交流の機会を応援・提供する事業
・交流のためのイベントの実施、実施団体への助成

○コミュニケーションスキル向上のための研修
○子育て家庭の経済的な負担の軽減
・住宅資金の一部助成

○育児負担軽減のための支援
・地域サポーター、地域子育て支援拠点職員の研修、
子育てサークルの交流、高齢者を活用した子育て
マイスターの養成

○親育ちの支援
・保護者の保育体験、研修

○地域の結婚や子育てを応援する気運の醸成
・企業や団体と連携した啓発、研修
・子育て応援企業の登録、情報提供
・ライフデザインセミナーの実施

○妊娠・出産に関する相談支援体制の整備
・助産師による相談・研修会
・思春期からの基礎知識に関する学びなど周知啓発

ⅣⅡ
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５ 地域の実情に合った総合的な対策を推進するための提案！

国が今すぐ、国策として対策の強化に取り組む必要のあるもの ⇒さらなる強化が必要！

地方が取り組んでいるが、直ちに国が統一的な実施に向けて検討を行う必要のあるもの ⇒ 制度化を図るべき！

補助対象だが、地域の実情に応じて、実施する必要のあるもの ⇒ 事業の拡充が必要！

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

急速に進行する少子化の流れを変えるために、地方ではすでに独自に取り組みを進めているが、厳しい財政状況から、もう一段の

思い切った事業の拡充や、新たな挑戦に踏み込めない状況にある。

今こそ国は、「少子化危機突破」を国策として位置づけ、自らが抜本的な強化策に取り組むとともに、地方の取り組みをしっかりと

サポートする体制を整備する必要がある。

「４ 具体的な少子化対策の国と地方の役割分担の現状」 のうち


